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１．はじめに                         
 
地方財政の状況が厳しさを増す中で、財政の透明性を高め、住民や議会等に対する説

明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、国において発生主義等
の企業会計の考え方及び手法を活用した財務書類の作成・開示が推進されてきました。 
本市では、平成 20年度決算から、市の財政状況を分かりやすく説明する取組みの一

環として、総務省から示された企業会計的手法（発生主義・複式簿記）を取り入れた国
の「基準モデル」に準拠して財務書類４表を作成してきました。 
その後、全国のほぼすべての自治体が財務書類の作成を行うようになりましたが、複

数の方式（総務省方式改定モデル、基準モデル、一部の自治体による独自方式）が併存
し、固定資産台帳の整備の進展にも差があるなど、自治体間における比較分析が困難な
状況となっていました。 
このため、平成 27年 1月に総務省から、新たに「統一的な基準による地方公会計の

整備促進について」(以下、「統一的な基準」という。) が示され、全国の自治体が平成
29年度までに「統一的な基準」による財務書類の作成を実施したところです。 
本市におきましても、平成 28年度決算からは「統一的な基準」に基づいた財務書類

4表を作成しております。
 
 
２．統一的な基準とは                        
 
「統一的な基準」は、 
① 発生主義、複式簿記の導入を前提としていること。 
② 固定資産台帳の整備を前提としていること。 
③ 比較可能性の確保の観点から、全ての地方公共団体を対象とした統一的な財務書
類の作成基準であること。 

といった特徴があり、現行の官庁会計（現金主義会計）の補完として整備しています。 
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３．財務書類 4表とは                                    
 
統一的な基準による財務書類４表とは、「貸借対照表（バランスシート）」、「行政コス

ト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の４表を指します。 
年度末時点における資産・負債の状況や 1年間の行政サービスにかかった費用、資産

を取得するためにどのような性質のお金が充てられたのかなど、この４表を見ることに
より明らかになります。 
各財務書類の内容と、それぞれの相関関係は次のとおりです。 

 
■財務書類の内容 

種 類 内  容 

貸借対照表 
（バランスシート） 

（BS） 

決算年度末時点で、どのような資産を保有し、そのうち返済（負債）
がどれ位残っていて、返済の必要のない資産（純資産）はどれ位な
のかを表しています。 

行政コスト計算書 
（PL） 

1年間の行政サービスを提供するのにかかった費用と収益を表して
います。 

純資産変動計算書 
（NW） 

貸借対照表（バランスシート）における純資産の 1年間の増減を表
しています。 

資金収支計算書 
（CF） 

1年間の資金の動きを表しています。 

 
 ■財務書類４表の相関関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」より抜粋） 
① 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高  
に本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

② 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額で、これは純資産変動計算書
の本年度末残高と対応します。 

③ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書の「純行政コス
ト」と対応します。  

本年度末残高

【資金収支計算書】

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高

【純資産変動計算書】

期首純資産残高

純行政コスト

固定資産等の変動

財源

負債

【行政コスト計算書】

経常費用

経常収益

臨時損失

【貸借対照表】

資産

（うち現金預金）

臨時利益

純行政コスト
純資産

①
②

③

＋本年度末歳計外現金残高
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・市川市土地開発公社
・公益財団法人

市川市清掃公社
・公益財団法人

市川市文化振興財団
・公益財団法人

市川市花と緑のまちづくり財団
・いちかわクリーンエネルギー株式会社※

連結対象法人全体会計ベース

連結会計ベース

・国民健康保険特別会計
・介護保険特別会計
・後期高齢者医療特別会計
・下水道事業会計

特別会計・
公営企業会計一般会計等ベース

一般会計

※令和６年度決算より新たに連結対象
法人として追加した法人

４．対象となる会計の範囲                               
 
財務書類４表は、①一般会計等ベース、②全体会計ベース、③連結会計ベースで構成

されており、本市の会計ベースを図で示すと下記のとおりとなります。 
■対象となる会計の範囲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一般会計等ベース 
市川市での対象会計は、一般会計のみです。(財政健全化法第 2条第 1号に規定する「一般会計等」と同範囲) 

 
全体会計ベース 
一般会計と特別会計に、公営企業会計である下水道事業会計を含めた市川市すべての会計を合わ

せたものです。 
 
連結会計ベース 
行政サービスは、市だけでなく多様な関係団体によって実施されているため、これらの関係団体

も市と連結させて、一つの行政サービスの実施主体として捉えたものです。 
 
 
５．作成基準日                                      

 
財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である令和７年 3月 31日として作成して

います。 
一般会計と各特別会計における出納整理期間（令和７年 4月 1 日から 5月 31 日まで）

の入出金については、作成基準日までに入出金があったものとして取り扱っています。 
また、公営企業会計（下水道事業会計）及び連結対象法人についても、出納整理期間中

に一般会計又は各特別会計との間で取引があったものについては、作成基準日までに入出
金がなされたものとして取り扱っています。 
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６．令和６年度 財務書類４表                            
 
 
 
 
 
左側に「資産」、右側には資産を取得するために調達した財源を「負債」と「純資産」

に分けて表示したもので、令和７年 3月 31日時点で、これまでにどのような資産をど
のような負担で取得してきたかを表しています。 

【 資産の部 】（A） 
所有財産や権利で、将来世代が享受するであろう便益 

１．固定資産 <01行> 

長期間にわたる使用目的で保有される資産 
（１）有形固定資産 <02行> 

  ・土地・建物などの固定資産で長期に利用する資産 
① 事業用資産 <03行> 
・庁舎、学校、公民館など、売却可能とされている資産 
・土地、建物等（建物、建物附属設備等）、建設仮勘定（未
供用の建物等）に分類される 

②インフラ資産 <07行> 
・道路、公園、下水道など、都市生活基盤として必要不
可欠であり一般的に売却できないとされている資産 

・土地、建物等、建設仮勘定（未供用の建物等）に分類
される 

③物品 <11行> 
・物品、機械器具等などの資産 

（２）無形固定資産 <12行> 
  ・ソフトウェア、地上権など 
（３）投資その他の資産 <13行> 
  ・有価証券や長期延滞債権など 

２．流動資産 <17行> 

現金預金及び 1年以内に回収期限が到来する債権 
（１）現金預金 <18行> 
（２）未収金 <19行> 

・現年調定・現年収入未済の収益及び財源 
（３）短期貸付金 <20行> 
  ・貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの 
（４）基金 <21行> 
  ・翌年度に取崩しが見込まれる基金及び財政調整基金 
（５）棚卸資産 <22行> 
  ・商品、製品及び販売用として所有する土地など 
（６）その他流動資産 <23行> 
（７）徴収不能引当金 <24行> 

【 負債の部 】(B) 
将来世代が負うことになる借金などの負担 

１．固定負債 <26行> 

支払期限が 1年を超えて到来する負債 
（１）地方債 <27行> 

・地方債のうち、償還期限が 1年を超えるもの 
（２）長期未払金 <28行> 
（３）引当金 <29行> 

・現時点では確定していなくても、将来発生する可能性 
が高い費用や損失 
・退職給付引当金（将来の退職金の支給見込みのこと
で、仮に年度末に全職員が退職した場合に必要な金額） 

（４）その他固定負債 <32行> 
・下水道事業会計において、償却資産の資本形成に寄与 
する支出に対し充当される国庫支出金等 

 
２．流動負債 <33行> 

支払期限が 1年以内に到来する負債 
（１）1年以内償還予定地方債 <34行> 
（２）未払金 <35行> 
（３）未払費用 <36行> 
（４）前受金 <37行> 
（５）前受収益 <38行> 
（６）賞与等引当金 <39行> 
  ・翌年 6 月に支払う見込みの賞与のうち、当該年度 12

～3月分にあたる部分を見積計上したもの 
（７）預り金 <40行> 
（８）その他流動負債 <41行> 

 ・ＰＦＩ事業翌年度支払予定分など 
 

負債合計 <42行> 
【 純資産の部 】（Ａ－Ｂ） 
１．純資産 <43行> 

現在までの世代が負担した金額で、返済の必要がない
正味の資産 

資産合計 <25行> 負債・純資産合計 <44行> 

（１）貸借対照表（バランスシート）BS 

～財産と負債の状況を表します～ 
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（単位：百万円）

一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計

１．固定資産 1,020,630 1,135,940 1,137,283 (01) １．固定負債 70,593 180,322 180,817 (26)

(1)有形固定資産 977,099 1,093,963 1,094,012 (02) (1)地方債 45,436 100,683 100,715 (27)

①事業用資産 256,684 256,684 256,711 (03) (2)長期未払金 - - - (28)

○土地 160,076 160,076 160,076 (04) (3)引当金 21,437 21,437 21,887 (29)

○建物等 96,247 96,247 96,273 (05) ①退職手当引当金 21,422 21,422 21,872 (30)

○建設仮勘定 362 362 362 (06) ②損失補償等引当金 15 15 15 (31)

②インフラ資産 714,080 825,431 825,431 (07) (4)その他固定負債 3,720 58,201 58,215 (32)

○土地 680,362 684,642 684,642 (08) ２．流動負債 15,922 18,654 18,990 (33)

○建物等 32,454 130,742 130,742 (09) (1)1年以内償還予定地方債 8,280 10,406 10,446 (34)

○建設仮勘定 1,264 10,048 10,048 (10) (2)未払金 78 548 742 (35)

③物品 6,335 11,847 11,870 (11) (3)未払費用 - - - (36)

(2)無形固定資産 1,978 12,005 12,009 (12) (4)前受金 - - 51 (37)

(3)投資その他の資産 41,553 29,972 31,262 (13) (5)前受収益 - - - (38)

①投資及び出資金 17,733 4,700 3,926 (14) (6)賞与等引当金 2,174 2,273 2,307 (39)

②基金 22,803 22,803 24,817 (15) (7)預り金 3,854 3,882 3,889 (40)

③その他 1,016 2,469 2,520 (16) (8)その他流動負債 1,535 1,545 1,554 (41)

２．流動資産 42,798 48,314 48,787 (17) 86,515 198,976 199,807 (42)

(1)現金預金 9,175 10,136 10,346 (18)

(2)未収金 689 3,016 3,118 (19)

(3)短期貸付金 - 11 11 (20)

(4)基金 32,985 35,298 35,298 (21)

(5)棚卸資産 - - 160 (22)

(6)その他流動資産 - 0 1 (23)

(7)徴収不能引当金 ▲ 51 ▲ 147 ▲ 147 (24)

1,063,428 1,184,253 1,186,070 (25) 1,063,428 1,184,253 1,186,070 (44)

令和6年度 貸借対照表

【資産の部】（A）
(行)

【負債の部】（B）
(行)

科　　目 科　　目

資産合計 負債・純資産合計
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満計数あり、－は計数なしです。

負債合計
【純資産の部】（A－B）

１．純資産 976,913 985,278 986,263 (43)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体会計ベースで見ると、令和６年度末現在の資産合計<25行>は、1兆 1,842億 5,300万円

となりました。負債合計<42行>は 1,989億 7,600万円で、資産総額から負債総額を差し引いた

純資産<43行>は 9,852億 7,800万円となりました。 
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（単位：百万円）

６年度
(a)

５年度
（b）

比較増減
(a-b)

６年度
(c)

５年度
（d）

比較増減
(c-d)

１．固定負債 180,322 175,634 4,688 (17)

(1)地方債 100,683 95,944 4,739 (18)

(1)有形固定資産 1,093,963 1,087,166 6,797 (02) (2)長期未払金 ー ー ー (19)

①事業用資産 256,684 253,702 2,982 (03) (3)引当金 21,437 21,723 ▲ 286 (20)

②インフラ資産 825,431 822,451 2,980 (04) (4)その他固定負債 58,201 57,967 234 (21)

③物品 11,847 11,012 835 (05) ２．流動負債 18,654 18,660 ▲ 6 (22)

(2)無形固定資産 12,005 12,370 ▲ 365 (06) (1)1年以内償還予定地方債 10,406 9,887 519 (23)

(3)投資その他の資産 29,972 29,061 911 (07) (2)未払金 548 1,074 ▲ 526 (24)

(3)未払費用 ー ー ー (25)

(4)前受金 ー ー ー (26)

(1)現金預金 10,136 9,858 278 (09) (5)前受収益 ー ー ー (27)

(2)未収金 3,016 2,921 95 (10) (6)賞与等引当金 2,273 2,186 87 (28)

(3)短期貸付金 11 10 1 (11) (7)預り金 3,882 3,655 227 (29)

(4)基金 35,298 33,664 1,634 (12) (8)その他流動負債 1,545 1,858 ▲ 313 (30)

(5)棚卸資産 ー ー ー (13) 198,976 194,294 4,682 (31)

(6)その他流動資産 0 ー － (14)

(7)徴収不納引当金 ▲ 147 ▲ 143 ▲ 4 (15) １．純資産 985,278 980,613 4,665 (32)

1,184,253 1,174,906 9,347 (16) 1,184,253 1,174,906 9,347 (33)

負債合計
【純資産の部】

資産合計 負債・純資産合計

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満計数あり、－は計数なしです。

１．固定資産 1,135,940 1,128,596 7,344 (01)

２．流動資産 48,314 46,310 2,004 (08)

【資産の部】
(行)

【負債の部】
(行)

科　　目 科　　目

 
【全体会計ベースの前年度比較】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令和５年度と比較すると、資産の部では、固定資産<01行>は、73億 4,400万円の増となりま

した。そのうち、事業用資産<03行>においては、国府台スタジアムや妙典こども地域交流館の完
成などにより 29億 8,200万円の増、インフラ資産<04行>においては、下水道整備事業の進捗な
どにより、29億 8,000万円の増となっています。また投資その他の資産<07行>において、公共
施設整備基金や一般廃棄物処理施設建設等基金の積み立てを行ったことなどにより 9 億 1,100
万円の増となっています。 
流動資産<08 行>は、基金<12 行>において財政調整基金などの積み立てを行ったことにより 16

億 3,400万円増加したことなどから、20億 400万円の増となりました。 
負債の部では、固定負債<17行>において、46億 8,800万円の増となりました。そのうち、地

方債<18行>においては、一般会計では地方債現在高が減となったものの、下水道事業会計におい
て事業の進捗に伴い、企業債現在高が増となり、全体では 47億 3,900万円の増、引当金<20行

>においては、退職手当引当金の減などにより 2 億 8,600 万円の減となっています。また流動
負債<22 行>において、1年以内償還予定地方債<23行>が 5 億 1,900万円の増となっていますが、
未払金<24行>が 5億 2,600万円の減となっており、負債合計<31行>としては 46億 8,200万円
の増となりました。 
以上の財政運営による資産形成により、現在までの世代が負担した金額で、返済の必要がない

正味の資産である純資産の部、純資産<32行>は 46億 6,500万円の増となりました｡ 
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令和６年 4 月 1日から令和７年 3 月 31日までの 1 年間の行政活動のうち、資産形

成以外のために使われた費用（コスト）と、その費用の一部として充てるために収納し
た使用料や手数料などの関係を表しています。従来の会計手法では把握できなかった減
価償却費や退職手当引当金繰入などについても、費用の中に含まれています。 

 

１．経常費用 (A) <01行> 
行政サービスを提供するために要した費用 

（１）業務費用 <02行> 

毎会計年度、経常的に発生する費用 
①人件費 <03行>：議員歳費（市議会議員に支払われる報酬）、職員の給与、賞与引当金繰入、 
退職手当引当金繰入など 

②物件費等 <08行>：消耗品費、施設の維持補修費、減価償却費、光熱水費など 
③その他の業務費用 <13行>：支払利息、徴収不能引当金繰入額、償還金など  

（２）移転費用 <17行> 

毎年度、経常的に発生する非対価性の支出 
①補助金等 <18行>：分担金、補助金及び交付金など 
②社会保障給付 <19行>：児童手当、障がい者支援、生活保護等の社会保障給付費用など 
③他会計への繰出金 <20行> 
④その他 <21行>：補償補塡及び賠償金、消費税、自動車重量税等の公課費など 

２．経常収益 (B) <22行> 

受益者負担による施設使用料・手数料・保険料など 
（１）使用料及び手数料 <23行> 
行政サービスの対価として受け取る収益。公民館等の施設使用料や証明書発行手数料など 
（２）その他 <24行> 
保有資産から発生する収益。市預金利子の受取利息など 

【 純経常行政コスト 】（C）＝（Ａ－Ｂ）<25行> 
経常費用から経常収益を差し引きした純粋な経常行政コスト 

３．臨時損失 (Ｄ) <26行> 

災害復旧事業費や資産除売却損などの臨時に発生したコスト 

４．臨時利益 (Ｅ) <32行> 

資産売却益などの臨時に発生した収益 

【 純行政コスト 】（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） <35行> 

純経常行政コストから臨時損失・臨時利益を加減した純粋な行政コスト 

 
 

（２）行政コスト計算書 PL 
～1 年間にかかった費用と収益を表します～ 
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一般会計等 全体会計 連結会計 （行）

１．経常費用（A） 172,511 249,523 250,244 (01)
(1)業務費用 104,214 112,658 113,324 (02)

①人件費 33,306 34,626 35,290 (03)
○職員給与費 21,365 22,250 22,852 (04)
○賞与等引当金繰入額 2,174 2,259 2,272 (05)
○退職手当引当金繰入額 1,726 1,726 1,756 (06)
○その他 8,042 8,391 8,411 (07)

②物件費等 68,133 74,203 74,198 (08)
○物件費 55,354 57,043 56,925 (09)
○維持補修費 926 1,076 1,096 (10)
○減価償却費 9,241 13,350 13,364 (11)
○その他 2,612 2,734 2,813 (12)

③その他の業務費用 2,775 3,828 3,835 (13)
○支払利息 193 719 719 (14)
○徴収不能引当金繰入額 123 349 349 (15)
○その他 2,459 2,760 2,767 (16)

(2)移転費用 68,296 136,865 136,920 (17)
①補助金等 17,366 96,222 96,199 (18)
②社会保障給付 40,488 40,567 40,567 (19)
③他会計への繰出金 10,366 - - (20)
④その他 76 76 154 (21)

２．経常収益（B） 9,505 14,805 15,541 (22)
(1)使用料及び手数料 4,034 9,041 9,041 (23)
(2)その他 5,470 5,765 6,501 (24)

163,006 234,718 234,702 (25)
３．臨時損失（D） 687 688 704 (26)

(1)災害復旧事業費 - - - (27)
(2)資産除売却損 684 684 684 (28)
(3)投資損失引当金繰入額 - - - (29)
(4)損失補償等引当金繰入額 4 4 4 (30)
(5)その他 0 1 17 (31)

４．臨時利益（E） 40 285 287 (32)
(1)資産売却益 32 32 32 (33)
(2)その他 7 253 254 (34)

163,654 235,121 235,120 (35)純行政コスト（C＋D－E）
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満計数あり、－は計数なしです。

令和6年度　行政コスト計算書
（単位：百万円）

科目名

純経常行政コスト（C）＝（A－B）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体会計ベースで見ると、令和６年度の純行政コスト<35行>は、2,351億 2,100万円となり

ました。 
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(行) 6年度
(a)

5年度
(b)

比較増減
（a-ｂ）

１．経常費用（A） (01) 249,523 237,133 12,390

(1)業務費用 (02) 112,658 107,960 4,698

①人件費 (03) 34,626 32,829 1,797

②物件費等 (04) 74,203 71,659 2,544

③その他の業務費用 (05) 3,828 3,473 355

(2)移転費用 (06) 136,865 129,172 7,693

２．経常収益（B） (07) 14,805 14,002 803

(1)使用料及び手数料 (08) 9,041 9,084 ▲ 43

(2)その他 (09) 5,765 4,918 847

(10) 234,718 223,131 11,587

３．臨時損失（D） (11) 688 58 630

４．臨時利益（E） (12) 285 134 151

(13) 235,121 223,054 12,067

科目名

純経常行政コスト(Ｃ)＝(A－B）

純行政コスト（C＋D－E）
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満計数あり、－は計数なしです。

【全体会計ベースの前年度比較】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
経常費用<01 行>は 2,495 億 2,300 万円となり、前年度と比較すると、123 億 9,000 万円の

増となりました。主な理由は、物件費等<04行>において、標準準拠システムへの移行作業等改修
経費等の増などにより 25億 4,400万円の増となったことや、移転費用<06行>において、定額減
税補足給付金の支給による増などにより 76億 9,300万円の増となったことが挙げられます。 

 
経常収益<07 行>は 148 億 500 万円で、前年度と比較すると、8 億 300 万円の増となりまし

た。経常収益<07行>における主な増理由は、その他<09行>において、デジタル地域通貨推進事業
による通貨販売の増などにより、8億 4,700万円の増となったことが挙げられます。 

 
これらの結果、経常費用<01行>から、経常収益<07行>を差し引いた純経常行政コスト<10行>は

2,347億 1,800万円となり、前年度と比較すると、115億 8,700万円の増となりました。 
なお、臨時損失と臨時利益を加減した純行政コスト<13 行>は、2,351 億 2,100 万円となり、

前年度と比較すると、120億 6,700万円の増となっています。 
 
 

 



 
 

- 10 - 
 

 
 
 
 

 
「純資産変動計算書」は、貸借対照表（バランスシート）における純資産の 1年間の

増減をその要因別に表したものです。また、1年間に要した行政コストを税収や国・県
からの補助金などの収入（自己財源）で賄えたかどうかを明らかにします。 

 

Ⅰ.前年度末純資産残高 <01行> 

Ⅱ.本年度純資産変動額 <02行> 

１．純行政コスト（▲）<03行> 

  行政コスト計算書における純行政コストと同額 

２．財源 <04行> 
（1）税収等 <05行> 

 ・税収、社会保険料等、その他移転収入に係る収入 
（2）国県等補助金 <06行> 

   ・国、県からの補助金収入 
本年度差額（１＋２） <07行> 

３．固定資産等の変動（内部変動）<08行> 

（１）有形固定資産等の増加 <09行> 

・有形及び無形固定資産の形成による増加額又は形成のための支出額 

（２）有形固定資産等の減少 <10行> 

・有形及び無形固定資産の減価償却相当額及び除売却による減少等 

（３）貸付金・基金等の増加 <11行> 

  ・貸付金・基金等の形成による増加額又は形成のための支出 

（４）貸付金・基金等の減少 <12行> 

  ・貸付金の償還及び基金の取崩し等による減少額又は収入相当額 

４．資産評価差額 <13行> 

 ・有価証券等の評価差額 

５．無償所管換等 <14行> 

  ・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 

６．他団体出資等分の増加 <15行> 
７．他団体出資等分の減少 <16行> 
８．比例連結割合変更に伴う差額 <17行> 
９．その他 <18行> 

Ⅲ.本年度末純資産残高（Ⅰ＋Ⅱ）<19行> 

 

（３）純資産変動計算書 NW 
～1 年間の純資産の増減を表します～ 



 
 

- 11 - 
 

 

全体会計ベースで見ると、令和６年度の純資産変動額<02行>は、46億 6,500万円のプラスと

なりました。本年度差額<07行>は、52億 3,200万円の黒字となっています。固定資産等の変動

（内部変動）<08行>では、本年度差額<07行>の 52億 3,200万円は、すべて固定資産や貸付金・

基金の増に充てられています。 

本年度末純資産残高<19行>は、9,852億 7,800万円となりました。この純資産残高は、「貸借

対照表」の「純資産の部：純資産」の項目に対応しています。 

（単位：百万円）

固定資産等
形成分

余剰分
(不足分)

固定資産等
形成分

余剰分
(不足分)

固定資産等
形成分

余剰分
(不足分)

Ⅰ．前年度末純資産残高 971,576 1,050,060 ▲ 78,484 980,613 1,162,271 ▲ 181,658 981,570 1,163,638 ▲ 182,068 (01)

Ⅱ．本年度純資産変動額 5,337 3,555 1,782 4,665 8,978 ▲ 4,313 4,693 8,954 ▲ 4,261 (02)

１．純行政コスト（▲） ▲ 163,654 － ▲ 163,654 ▲ 235,121 － ▲ 235,121 ▲ 235,120 － ▲ 235,120 (03)

２．財源 169,543 － 169,543 240,353 － 240,353 240,354 － 240,354 (04)

(1)税収等 112,603 － 112,603 146,415 － 146,415 146,416 － 146,416 (05)

(2)国県等補助金 56,940 － 56,940 93,938 － 93,938 93,938 － 93,938 (06)

本年度差額（１＋２） 5,889 － 5,889 5,232 － 5,232 5,234 － 5,234 (07)

３．固定資産等の変動（内部変動） － 3,927 ▲ 3,927 － 9,350 ▲ 9,350 － 9,326 ▲ 9,326 (08)

(1)有形固定資産等の増加 － 10,500 ▲ 10,500 － 20,900 ▲ 20,900 － 20,903 ▲ 20,903 (09)

(2)有形固定資産等の減少 － ▲ 9,931 9,931 － ▲ 14,096 14,096 － ▲ 14,110 14,110 (10)

(3)貸付金・基金等の増加 － 3,627 ▲ 3,627 － 4,228 ▲ 4,228 － 4,240 ▲ 4,240 (11)

(4)貸付金・基金等の減少 － ▲ 269 269 － ▲ 1,682 1,682 － ▲ 1,707 1,707 (12)

４．資産評価差額 － － － － － － － － － (13)

５．無償所管換等 ▲ 372 ▲ 372 － ▲ 372 ▲ 372 － ▲ 372 ▲ 372 － (14)

６．他団体出資等分の増加 － － － － － － － － － (15)

７．他団体出資等分の減少 － － － － － － － － － (16)

８．比例連結割合変更に伴う差額 － － － － － － － － － (17)

９．その他 ▲ 180 － ▲ 180 ▲ 195 － ▲ 195 ▲ 169 － ▲ 169 (18)

Ⅲ．本年度末純資産残高（Ⅰ＋Ⅱ） 976,913 1,053,615 ▲ 76,702 985,278 1,171,249 ▲ 185,971 986,263 1,172,592 ▲ 186,329 (19)

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、０は単位未満係数であり、－は計数なしです。

令和６年度 純資産変動計算書

(行)科目名
一般会計等 全体会計 連結会計

合計 合計 合計
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【全体会計ベースの前年度比較】 

 

令和６年度の本年度純資産変動額<02行>は 46億 6,500万円となり、前年度と比較すると 12

億 1,100万円の減となりました。 

これは、財源<04行>について、税収等<05行>で 85億 4,500万円の増、国県等補助金<06行>で

26億 1,200万円の増となっており、合計で 111億 5,700万円増加し、2,403億 5300万円と

なったものの、純行政コスト<03 行>が社会保障関係経費の増などにより、120 億 6,700 万円の

増加し、2,351億 2,100万円となったことにより、財源からコストを差し引いた本年度差額<07

行>は、52 億 3,200 万円となり、前年度と比べ、9 億 1,000 万円の減となったことによるもの

です。 

また、無償所管換等やその他を差し引いた結果、令和６年度の本年度末純資産残高<19行>は 9，

852億 7,800万円となり、前年度に比べて 46億 6,500万円の増となりました。 

（単位：百万円）

固定資産等
形成分

固定資産等
形成分

Ⅰ．前年度末純資産残高 (01) 980,613 1,162,271 974,737 1,155,419 5,876

Ⅱ．本年度純資産変動額 (02) 4,665 8,978 5,876 6,852 ▲ 1,211

１．純行政コスト（▲） (03) ▲ 235,121 － ▲ 223,054 － ▲ 12,067

２．財源 (04) 240,353 － 229,196 － 11,157

(1)税収等 (05) 146,415 － 137,870 － 8,545

(2)国県等補助金 (06) 93,938 － 91,326 － 2,612

本年度差額（１＋２） (07) 5,232 － 6,142 － ▲ 910

３．固定資産等の変動（内部変動）(08) － 9,350 ー 7,142 2,208

(1)有形固定資産等の増加 (09) － 20,900 ー 18,588 2,312

(2)有形固定資産等の減少 (10) － ▲ 14,096 ー ▲ 15,766 1,670

(3)貸付金・基金等の増加 (11) － 4,228 ー 8,940 ▲ 4,712

(4)貸付金・基金等の減少 (12) － ▲ 1,682 ー ▲ 4,619 2,937

４．資産評価差額 (13) － － ー － 0

５．無償所管換等 (14) ▲ 372 ▲ 372 ▲ 153 ▲ 153 ▲ 219

６．他団体出資等分の増加 (15) － － ー － 0

７．他団体出資等分の減少 (16) － － ー － 0

８．比例連結割合変更に伴う差額 (17) － － ー － 0

９．その他 (18) ▲ 195 － ▲ 114 ▲ 138 ▲ 81

Ⅲ．本年度末純資産残高（Ⅰ＋Ⅱ） (19) 985,278 1,171,249 980,613 1,162,271 4,665

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、０は単位未満係数であり、－は計数なしです。

科目名 (行)

6年度　(a) 5年度　(b)
比較増減
（aーb）合計 合計
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「資金収支計算書」では、どのような行政活動に資金が充てられたのか、令和 6年 4

月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの１年間の資金の動きを「業務活動収支」、「投資
活動収支」、「財務活動収支」の３区分により表しています。 

 
Ⅰ．業務活動収支 <01行> 

自治体を運営するうえで、毎年度継続的に収入されるものと支出されるものの差引き 
１．業務支出 <02行> 

人件費、物件費などの業務支出と児童手当、生活保護費などの社会保障関係経費等の支出 

２．業務収入 <11行> 

  市税や国・県補助金、使用料などの収入 

3． 臨時支出 <16行> 

 災害復旧事業費に係る支出等 

4． 臨時収入 <17行> 

 臨時にあった収入 

Ⅱ．投資活動収支 <18行> 

公共資産形成のために収入されるものと支出されるものの差引き 

１．投資活動支出 <19行> 

学校や道路、公園など公共資産形成のための支出や、基金への積立のための支出など 

 ２．投資活動収入 <23行> 

  公共資産形成に関わる補助金や資産の売却、基金取崩しによる収入など 

Ⅲ．財務活動収支 <27行> 
地方債の元本償還などの支出と地方債発行等の収入の差引き 
１．財務活動支出 <28行> 

地方債の元金償還による支出など 

 ２．財務活動収入 <31行> 

  地方債の発行や借入れを行うなどして調達した収入 

本年度資金収支額（Ａ）＝（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） <34行> 
前年度末資金残高（Ｂ） <35行> 
本年度末資金残高（Ｃ）＝（Ａ＋Ｂ）<36行> 

 

前年度末歳計外現金残高（Ｄ）<37行> 
本年度末歳計外現金増減額（Ｅ）<38行> 
本年度末歳計外現金残高（Ｆ）＝（Ｄ＋Ｅ）<39行> 

本年度末現金預金残高（Ｃ＋Ｆ）<40行> 

 

（４）資金収支計算書 CF 
～1 年間の資金の流れを表します～ 
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（単位：百万円）
一般会計等 全体会計 連結会計 (行)

Ⅰ．業務活動収支 14,239 15,635 15,633 (01)
１．業務支出 163,353 236,156 236,829 (02)

(1)人件費支出 33,515 34,831 35,464 (03)
(2)物件費等支出 58,899 60,948 60,921 (04)
(3)支払利息支出 193 719 719 (05)
(4)その他の業務支出 2,450 2,794 2,805 (06)
(5)補助金等支出 17,366 96,222 96,201 (07)
(6)社会保障給付支出 40,488 40,567 40,567 (08)
(7)他会計への繰出支出 10,366 - - (09)
(8)その他の移転費用支出 76 76 153 (10)

２．業務収入 177,592 251,574 252,243 (11)
(1)税収等収入 112,575 144,340 144,340 (12)
(2)国県等補助金収入 55,578 92,575 92,576 (13)
(3)使用料及び手数料収入 4,032 8,958 8,958 (14)
(4)その他の収入 5,408 5,701 6,369 (15)

３．臨時支出 - 1 1 (16)
４．臨時収入 - 218 219 (17)

Ⅱ．投資活動収支 ▲ 11,772 ▲ 18,892 ▲ 18,826 (18)
１．投資活動支出 14,222 25,488 25,446 (19)

(1)公共施設等整備費支出 9,809 20,511 20,440 (20)
(2)基金積立金支出 3,473 4,029 4,090 (21)
(3)その他の支出 940 949 915 (22)

２．投資活動収入 2,450 6,596 6,620 (23)
(1)国県等補助金収入 1,362 4,096 4,096 (24)
(2)基金取崩収入 108 1,148 1,172 (25)
(3)その他の収入 979 1,352 1,352 (26)

Ⅲ．財務活動収支 ▲ 2,098 3,308 3,316 (27)
１．財務活動支出 9,769 11,883 11,952 (28)

(1)地方債償還支出 7,831 9,933 9,996 (29)
(2)その他の支出 1,938 1,950 1,956 (30)

２．財務活動収入 7,671 15,192 15,268 (31)
(1)地方債発行収入 7,671 15,192 15,241 (32)
(2)その他の収入 - - 26 (33)

本年度資金収支額（A）＝（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 369 51 122 (34)
前年度末資金残高（B） 4,952 6,203 6,342 (35)
本年度末資金残高（C）＝（A＋B） 5,321 6,254 6,465 (36)

前年度末歳計外現金残高（D） 3,638 3,655 3,655 (37)
本年度歳計外現金増減額（E） 216 227 227 (38)
本年度末歳計外現金残高（F）＝（D＋E） 3,854 3,882 3,882 (39)
本年度末現金預金残高（C＋F） 9,175 10,136 10,346 (40)

令和６年度 資金収支計算書

科目名

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は計数なしです。
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全体会計ベースで見ると、毎年度継続的に発生する収入や支出を差し引いた業務活動収支

<01 行>は、156 億 3,500 万円のプラスとなっています。これは市が行う必要な行政サービス

にかかる人件費や生活保護費等の社会保障給付、各種補助金等支出を税収や使用料等業務関

連収入等で賄えていることを表しています。 

一方、固定資産形成等を示す投資活動収支<18 行>は、188 億 9,200 万円のマイナスとなっ

ていますが、これは、市の公共施設等整備に係る経費＝資産形成が多いことを表しています。 

また、市債の償還などに関係する財務活動収支<27行>は、33億 800万円のプラスとなって

おり、これは過去に整備された公共施設等に係る市債の償還額よりも、公共施設等の整備に係

る市債の発行額が上回ったことを表しています。 

以上により、本年度末資金残高<36行>は、本年度資金収支額<34行>の 5,100万円に、過去の

蓄積分である前年度末資金残高 62 億 300 万円＜35 行＞を加えた結果、62 億 5,400 万円とな

りました。 

歳計外現金預金残高<39 行>については、前年度から 2 億 2,700 万円の増＜38 行＞となる 38

億 8,200万円となっています。 

これらの結果、本年度末現金預金残高<40行>は、101億 3,600万円となりました。 

 

【全体会計ベースの前年度比較】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ．業務活動収支 (01) 15,635 17,530 ▲ 1,895
１．業務支出 (02) 236,156 222,620 13,536
２．業務収入 (03) 251,574 240,078 11,496
３．臨時支出 (04) 1 0 1
４．臨時収入 (05) 218 71 147

Ⅱ．投資活動収支 (06) ▲ 18,892 ▲ 15,417 ▲ 3,475
１．投資活動支出 (07) 25,488 20,581 4,907
２．投資活動収入 (08) 6,596 5,164 1,432

Ⅲ．財務活動収支 (09) 3,308 ▲ 2,351 5,659
１．財務活動支出 (10) 11,883 12,317 ▲ 434
２．財務活動収入 (11) 15,192 9,966 5,226

本年度資金収支額（A）＝（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） (12) 51 ▲ 238 289
前年度末資金残高（B） (13) 6,203 6,442 ▲ 239
本年度末資金残高（C）＝（A＋B） (14) 6,254 6,203 51

前年度末歳計外現金残高（D） (15) 3,655 3,664 ▲ 9
本年度歳計外現金増減額（E） (16) 227 ▲ 9 236
本年度末歳計外現金残高（F）＝（D＋E） (17) 3,882 3,655 227
本年度末現金預金残高（C＋F） (18) 10,136 9,858 278

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。なお、0は単位未満係数あり、－は計数なしです。

（単位：百万円）

5年度
(b)

比較増減
（aーb）科目名 (行) 6年度

(a)



 
 

- 16 - 
 

７．財務指標による分析                                          
 

財務書類の個々の数字を見ても、それが何を意味しているのかわかりづらいものがあり
ます。そのため、財務書類のデータを指標化し、経年比較や他自治体比較を行うことが財
政状態の把握には有効な手段となります。 

また、他の自治体においても「統一的な基準」による財務書類の作成が進んだことによ
り、類似自治体指標との比較及び近隣自治体との比較が可能となりました。 

財務書類データを持続可能性、世代間公平性、効率性、自律性、資産適合性の 5つの視
点から指標化し、本市の財務状況を分析しました。 

 
■指標の内容 

指標の種類 内  容 

（１）持続可能性 
  （健全性） 

財政に持続可能性があるか（どの程度の借金があるのか）を測る指標で
あり、民間企業においては安全性と称せられ、最も重視される指標。 

（２）世代間公平性 
自治体を取り巻く様々な集団（現役世代と将来世代など）間のバランス
を表す指標。 

（３）効率性 
コスト投入に見合う収入を計算できない自治体においては、同種の業務
をどれだけのコストで実現したかということを評価する指標。 

（４）自律性 
行政コスト計算書においての使用料・手数料などの受益者負担の割合よ
り、受益者負担水準の適正の判断として用いる指標。 

（５）資産適合性 
（資産形成度） 

インフラ資産の様に資産の提供そのものがサービスである分野も存在
することから、｢効率性｣とは別に、地方公共団体の資産業務の適合性を
検討した指標。 

 （総務省：「統一的な基準による地方公会計マニュアルより」） 

 

※住民人口は住民基本台帳人口を使用しています。 

令和５年度（令和６年 3月 31日時点）：494,095人 

令和６年度（令和７年 3月 31日時点）：496,089人 

 

※各指標は、「統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和７年３月改定）」を基準としています。  
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算式
6年度
(a）

5年度
(b）

比較増減
（a-b）

負債合計

住民基本台帳人口
393 千円 +8 千円

7,260 百万円 ▲6,918 百万円業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動
収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

名称

住民一人当たり負債額

業務・投資活動収支

401 千円

342 百万円

算式
6年度
(a）

5年度
(b）

比較増減
（a-b）

純資産

資産合計

地方債残高

有形・無形固定資産合計

83.5% ▲0.3%83.2%

9.0% +0.5%9.5%

名称

純資産比率

社会資本等形成の
将来世代負担比率

（１）持続可能性（健全性） 
（全体会計） 
 
 
 
 
 
 
 

 
住民一人当たり負債額 

負債額を住民基本台帳人口で除して、負債が住民一人当たりいくらあるのかを表した指標です。
この額が少ないほど財政負担が軽い状態といえます。 

 
業務・投資活動収支 

業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支の合算額を算出することにより、地方債
等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入歳出の収支を示す指標です。    
収支のバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り、経済規模に

対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。数値がプラスであれば、
現在の行政サービスに係る費用が将来の世代に先送りすることなく、単年度の税収などで賄われ
ていることを示しています。 

  令和６年度は前年度と比較すると、公共施設等整備費支出の増加などにより、投資活動収支が減
となったことから、6,918百万円の減となっています。 

 
（２）世代間公平性 
（全体会計）                              
 
 
 
 
 
 
 
純資産比率 
地方公共団体が有する資産のうち純資産の部分は、過去及び現役世代の負担によるもので、負債の

部分は将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。 
そのため、純資産の変動は、将来世代と現役世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。

将来負担を過重にしないためにも純資産比率は高い方が良いとされています。 
 純資産比率 83.2％とは、資産のうち、約 8割が現役世代の負担、約 2割が将来世代の負担となっ
ていることを示しています。 
 
社会資本等形成の将来世代負担比率 
社会資本等の財源のうち、将来の償還等が必要な負債が占める形成割合を算出することにより、社

会資本等形成に係る将来世代の負担の比率を把握することができます。この比率が高いほど、将来世
代の負担が大きいことを示しています。 
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算式
6年度
(a）

5年度
(b）

比較増減
（a-b）

純行政コスト

住民基本台帳人口

人件費

住民基本台帳人口

物件費等

住民基本台帳人口

住民一人当たり
物件費等

145 千円 +5 千円150 千円

+23 千円

住民一人当たり
人件費

66 千円 +3 千円70 千円

住民一人当たり
行政コスト

451 千円474 千円

名称

算式
6年度
(a）

5年度
(b）

比較増減
（a-b）

経常収益
経常費用

5.9% 0.0%5.9%

名称

受益者負担の割合

（３）効率性 

（全体会計） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住民一人当たり行政コスト 
行政コスト計算書で算出される総行政コストを住民人口で割ることで、住民一人当たりいくら行政

コストがかかっているかを表した指標です。この指標では、地方公共団体の行政活動の効率性を見る
ことができますが、面積や人口などは行政効率に大きな影響を与えるため、比較対象に留意する必要
があります。 

 

（４）自律性 

（全体会計） 
 
 
 
 
 
 
受益者負担の割合 
 行政サービスの提供に対して、受益者が使用料や手数料などでどの程度負担しているかを表してい
ます。 
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算式
6年度
(a）

5年度
(b）

比較増減
（a-b）

減価償却累計額

有形固定資産合計-土地等の非償却資産+減価
償却累計額

生活インフラ・国土保全 73.1% 73.1% 0.0%

福祉 2.9% 2.7% +0.2%

教育等 13.6% 13.7% ▲0.1%

環境衛生 1.9% 2.0% ▲0.1%

産業振興 0.9% 0.9% 0.0%

その他 7.6% 7.6% 0.0%

資産合計

歳入総額

資産合計

住民基本台帳人口

※全体会計のうち、下水道事業会計を除く

53.0% +0.1%53.1%

有形固定資産の
行政目的別割合※

4.3年 ▲0.1年

2,378 千円 +9 千円2,387 千円

歳入額対資産比率 4.2年

住民一人当たり資産額

名称

有形固定資産減価償却率
（資産老朽化比率）

（５）資産適合性（資産形成度） 

（全体会計） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 
有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することにより、

耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができます。
有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）は 100％に近いほど老朽化の程度が高いことを示してし
ます。 
令和６年度は令和５年度に新規取得した償却資産の減価償却費が開始され、減価償却累計額が増加

したことから、前年度に比べて、0.1ポイント増加しました。 
 
有形固定資産の行政目的別割合 
有形固定資産の行政目的別（生活インフラ・国土保全、福祉、教育等）の割合を算出することによ

り、行政分野ごとの社会資本形成の比重の把握することができます。 
 
歳入額対資産比率 
当該年度の歳入総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取得した資産が、歳入の何

年分に相当するかを表しています。 
 

 
８．おわりに                           
 
他自治体との比較や経年比較等の分析を進めることで、市川市の財務状況の特徴や課題を

明らかにし、健全な財政運営に努めてまいります。



 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 


